
「地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム」の入会について 

この度、内閣府にて設置した「地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム」に入会しました。 

今後さらに、本学が地域貢献大学として、教職員並びに学生への情報共有の促進、学内の取組環境を

整え、様々な形で地域創生につなげていきます。 

その他、詳細については、地域連携推進センターに問い合わせください。 

 

 

 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは国連（2015 年 9 月開催サミット）において、１９２ヵ国が全会

一致で採択された世界の共通目標です。 

先進国・途上国全ての国を対象に「誰一人取り残さない−No one will be left behind｣社会の実現を目

指し、経済成長、社会的包摂、環境保護の 3 つの要素を調和し持続可能な世界となるための取組みです。 

 日本においては、ＳＤＧｓの１７の目標の追求、達成に向けた取組を、自治体と企業、専門性をもっ

たＮＧＯ、ＮＰＯ、大学、研究機関など広範なステークホルダーとのパートナーシップを深め、さらに

は地域が持つ諸課題の解決を推進することで「地方創生」につなげることを目的とし、「環境未来都市」

構想推進協議会を発展的に改組、「地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム」を２０１８年度より

発足、設置されました。このプラットフォームの役割は、下記の 3 点です。 

１．マッチング支援…研究会での情報交換、課題解決コミュニティの形成 

２．分科会開催…会員提案による分科会設置、議論の深化とプロジェクトの創出 

３．普及促進活動…会員が開催するセミナー等への後援名義発出、各種シンポジウム・セミナー・展

示会等の機会を活用した普及促進、ＨＰ等による優良事例や関連施策の情報発信 



 現在、プラットフォーム会員数は➀地方自治体４０１団体、➁関係省庁１３団体、➂民間５７８団体

の計９９２団体(令和元年９月末現在)です。 

➀地方自治体…都道府県４７(100％)、政令都市２０(100%)、市・特別区２５３(795、31.8％)、町村

８１(932、8.7％)で、２２.４％(401/1794)。岩手県での会員は、県と盛岡市、大船渡市、一関市、

陸前高田市、釜石市、雫石町、矢巾町、住田町の 5 市、3 町の 9 団体。 

なお、陸前高田市は 2019 年度ＳＤＧｓ未来都市に選定されています。 

➁関係省庁は、内閣府と総務省、文部科学省、経済産業省、外務省、厚生労働省、国土交通省、財務

省、農林水産省、環境省、警察庁、金融庁、消費者庁の 9 省、3 庁。 

➂民間会員５７８団体の中で、「大学・教育機関・研究機関・国機関等」は２２団体。そのうち大学は

１５団体で、旧国立大学 5 団体、公立大学 1 団体、私立大学 9 団体。大学名、法人名での入会登録

のほか、センターや研究室として登録されています。 

現在も会員数は、増加しております。 

 

また、令和 2 年度 4 月より、地域連携推進センター内に「ＳＤＧｓ地域創生ラボ」（仮称)を設置予定。 

関上准教授が中心となり、地域連携推進センター委員(教職員)と学生委員(現在３名)が、ＳＤＧｓを

取入れた地域創生による地域課題解決を模索、さらには地元の花南地区コミュニティ会議や包括連携協

定を締結した町村と連動して、地域・まちづくりに積極的な提案や様々

な地域活動に参画できるよう推進します。また公開授業「地域創生論」

においても、ＳＤＧｓに関する内容の回を設定しました。 

 今年度、すでに関上准教授はじめ教職員、学生委員３名はＳＤＧｓの

本質や魅力、可能性を理解するため、ワークショップに数回参加し、準

備を進めています。学内にて教職員、学生の理解醸成に繋げていきます。 

 右記のロゴは、学長のコンセプトとしている３つの「ち」（「知」…知

恵・情報、「地」…自然・歴史・文化、「治」…プラットフォーム）による

地域貢献をイメージ、SDGs17 の目標カラーで「ち」を模りました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


